
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
　　　２　職員数は、令和2年4月1日現在の人数である。(定員管理調査により）
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用短時間勤務職員）の給与費が含まれており、
　　　　　当該職員を職員数に含んでいません。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

4,882 千円5,933 千円

歳出額
Ａ

2,117,919 千円

住民基本台帳人口
（令和２年度末）

令和２年度

総務省における統一様式による職員給与等の
公表となります。
この様式のとおり、ホームページに公開してよろ
しいかお伺いいたします。

牛久市の給与・定員管理等について　

実質収支

令和２年度

職員数
Ａ

84,852  人 1,396,342 千円

区分
人件費

Ｂ

(参考）類似団体
平均一人当たり

給与費期末・勤勉手当

（参考）
一人当たり給与費

Ｂ／Ａ

給        与        費

4,193,780 千円

給　 料
区分

36,506,512 千円 14.0  %11.5  %

　　　　計　　　　Ｂ職員手当

（参考）
令和元年度の人件費率

人件費率
Ｂ／Ａ

383,503 千円 558,713 千円357 人 1,175,703 千円
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①　給料表の見直し　：　実施

②　地域手当の見直し配偶者に係る扶養手当の見直し
・配偶者に係る手当額を他の扶養親族に係る手当額と同額まで減額。それに伴い、子に係る手当額を引き上げ。
・実施時期　平成29年4月1日より段階的に実施。

牛久市においては、平成３０年度までに見直しを完了

10,000 円 6,500 円

子

・内容　給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均0.09％の引き上げ。大卒者の初任給を1,500円、高卒者の初任給を2,000
円引き上げ。その他、30台半ばまでの職員が在籍する号俸について所要の改定。（改定率平均0.1％）

【概要】
　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直等に取り組むとされている。

・給料表の改定実施時期　平成31年4月1日

6,500 円 8,000 円 10,000 円

父母等 6,500 円 6,500 円 6,500 円

配偶者 13,000 円

平成28年度 平成29年度 平成30年度以降
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

参考
A/B

-

平均給与月
額

（A）
平均給料月額

平均給与月
額

（Ｂ）

平均給与月額
（国ベース）

308,284 円

国

402,632 円

民間

43.0  歳

355,723 円

407,153 円

平均給与月額

310,333 円

42.1  歳

325,827 円

-5 人

※　牛久市の現業職について、民間のデータと同一の業務内容がないため、比較ができないため、記載がありません。
　（民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータと比較）
   （平成20年～平成22年の3ｹ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては
　　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

41.6  歳

牛久市

平均給与月額
(国ベース）

-

327,371 円52.0  歳

-

平均年齢

-

328,603 円

類似団体 391,928 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和3年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの
           諸手当の額を合計したものである。
          このうち、「平均給与月額」はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において
          明らかにされているものである。
         また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の
          手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

-牛久市 46.3  歳

-

-

-

382,337 円

313,649 円

類似団体 359,764 円

茨城県

342,824 円

55.9  歳

対する民間

公務員

区
分

茨城県

平均給料月額平均年齢

369,430 円

301,451 円 376,455 円

411,079 円326,241 円42.4  歳

263,940 円

区　分
職員数平均年齢

--

-286,947 円2,201 人国 50.9  歳

-20 人

341,011 円360,239 円171 人

-

--

-

-
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 (2) 職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

３　級別職員数等の状況

課
長
補
佐
級

36 人 9.0%
課
長
級

次
長
級

9 人 2.6%

9.0%

3.5%

７ 級

‐

-

経 験 年 数
10 年～ 15年

技能労務職

349,000 円

293,800 円

標準的な職務内容

1　主事、技師、保育士、幼稚園教諭、保健師、看
護師、理学療法士、精神保健福祉士、管理栄養
士及び栄養士の職務
2　主事補及び技師補の職務

27

12  人

（注）１　牛久市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

19.2%

8.2%

123 人 35.9%
係
長
級

21.6%

副参事 14
74 人

課長補佐

1　次長の職務　2　理事の職務

      ３　平成２２年度より３級の副主査を廃止し、主査へ統一。それに伴い、４級主査の廃止。

21.6%

部
長
級

主査

課長

154,900 円

職制上の段階
（人）　　（％）　　（段階）

94 人 27.4%

構成比

35.9%

係
員
級

74  人

31  人

236,500 円

-

309,600 円

‐143,800 円中　学　卒

技師

１ 級

150,600 円

技能労務職
高　校　卒

３ 級

４ 級

茨　　　城　　　県

1　課長補佐の職務　2　副参事の職務

1　課長の職務　2　参事の職務

次長

12主事補

主事 54

主事

６ 級

66  人

28  人

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

2.6% 部長 9

235,300 円

経 験 年 数
15 年 ～ 20 年

9  人

265,800 円

経 験 年 数
20 年 ～ 25 年

５ 級

1　主査の職務　　2　主任の職務

区分

国

部長の職務

257,000 円

大　学　卒

12 人

高　校　卒

1

主任

職名

51

147,900 円

区　　　         分

高　校　卒

31

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和3年4月1日現在）

123  人

-

72

60

12

職員数 (人）

中　学　卒

-

-

-

高度な知識又は経験を必要とする主事、技師、
保育士、幼稚園教諭、保健師、看護師、理学療
法士、精神保健福祉士、管理栄養士及び栄養士
の職務

２ 級

3.5%

大　学　卒

牛　　　久　　　市

一般行政職

区 分

182,200 円 188,700 円

一般行政職

152,700 円

150,600 円

182,200 円

高　校　卒
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管理職員 一般職員

上位、標準、下位の区分 上位、標準、下位の区分

昇給可能な区分における号級及び分布率

活用している昇給区分

（2） 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和３年４月１日現在）

　令和２年度における状況

（注）１　平成１８年に８級制から７級制に変更している。

号級のみ定めている

　平成17年度から導入した「勤務評価制度」による昇格・昇給を継続して運用。現在は人事評価として活用
　賞与の勤勉手当（６月・１２月）への反映も行なっており、この人事評定により、４月１日の昇給、昇格に反映

号級のみ定めている

 (3) 昇給への人事評価の活用状況

１級

19.2%
１級

16.5% １級

7.0%

２級

8.2% ２級

8.5% ２級

4.4%

３級

35.9%

３級

40.9%

３級

48.3%

４級

21.6%

４級

18.2% ４級

22.2%

５級

9.0%

５級

10.2%
５級

12.0%

６級

3.5%

６級

3.1%
６級

3.2%

７級

2.6%

７級

2.6%

７級

2.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和3年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（注）（　　）内は再任用職員に係る支給割合である。

 (2) 退職手当（令和3年4月1日現在）

月分 月分 月分

月分 月分 月分

月分 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職措置　２～２０％加算） （定年前早期退職措置　２～45％加算）

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 (3) 地域手当（令和3年4月1日現在）

千円

千円

支給率

33.27075

国

24.586875

（支給率）　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

19.6695

18,413

月分

47.709 47.709

１人当たり平均支給額（令和２年度）　　　

・役職加算　5%～15% ・役職加算 5%～20％

（加算措置の状況）

・勤務評価による勤勉手当の加減

（加算措置の状況）

（1.45）

・管理職加算　10％～25％

・役職加算 5%～20％

19.6695

28.0395

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

28.0395

・管理職加算　15％～25％

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

24.586875

月分

（支給率）　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

2.55

勤続２０年

勤続２５年

月分

12%

479

国の制度（支給率）

牛久市

47.709 47.70947.709 47.709

勤続３５年 月分 39.757539.7575

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.27075

支給実績（令和２年度決算）

357 人

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

169,597

（0.90）（1.45）（1.45）

勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和２年度）

（令和２年度支給割合）

勤勉手当

(0.90)(0.90)

2.55

1,786 千円

1.90 2.55

期末手当

１人当たり平均支給額（令和２年度）

茨城県

1.90

期末手当勤勉手当

国

－

1.90

（令和２年度支給割合）

期末手当

（令和２年度支給割合）

牛久市

1,654 千円

支給対象職員数

牛久市 12%
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 (4) 特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

12

　社会福祉業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度）

保健予防業務、リハビ
リテーション業務

1日につき　2,000円

1回につき　3,000円

社会福祉業務に従事する職員

1月につき　3,000円

1日につき　500円スズメ蜂の駆除作業

主な支給対象職員

道路等の街頭において交通安全指導
に従事した職員

　交通安全街頭指導手当

108,245

　税務手当 1月につき　3,000円

1月につき　3,000円

庁外において、市規則で定める市税
等の滞納整理事務に従事した職員

指導監督又は現業事
務

保育園において保育
業務

1日につき　300円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

　蜂駆除作業手当

1日につき　500円

市規則で定める市税
等の滞納整理事務

　滞納整理手当

77,803

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 454

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ）

1日につき　1,000円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ）

348

※平成17年4月1日より感染症消毒作業手当・行旅死亡人又は変死人処理作業手当・災害出動手当以外
の特殊勤務手当は、当分の間支給しないこととする特例条例を制定
（特殊勤務手当14手当のうち、感染症消毒作業手当・行旅死亡人又は変死人処理作業手当・災害出動手
当の3手当のみ支給対象）

道路等の街頭におい
て交通安全指導業務

保健予防業務に従事する保健師及び
看護師,リハビリテーション業務に従事
する理学療法士に従事する当該各号
に掲げる職員

道路の維持修繕の作
業その他の作業

　道路上作業手当

感染症等の消毒作業,昆虫等の駆除
作業に従事した職員

　保育業務手当

感染症等の消毒作業,
昆虫等の駆除作業

1日につき　200円

荒天又は水害等の災
害現場に緊急出動して
行う災害対策業務

行旅死亡人又は変死
人の処理業務

※　行旅死亡人
　　又は変死人処理作業手当

荒天又は水害等の災害現場に緊急
出動し、災害対策業務に従事した職
員

ごみ収集作業、災害現場の清掃作業
その他の清掃作業で市規則で定める
ものに従事した職員

　用地交渉手当

公共の用に供する用地の取得又は
物件の移転若しくは権利の補償に関
し、所有者又は権利者と面接して行う
交渉業務のうち、任命権者が特に困
難であると認める交渉業務に直接従
事した職員

1日につき　500円

※　感染症消毒作業手当

　清掃作業手当

1日につき　2,000円

1日につき　500円

犬の狂犬病予防注射業務及び家畜
伝染病の防疫作業に従事した職員

犬の狂犬病予防注射
業務及び家畜伝染病
の防疫作業

　狂犬病等予防業務手当

スズメ蜂の駆除作業に従事した職員

保育園において保育業務に従事する
保育士、保健師及び看護師

道路の維持修繕の作業その他の作
業で市規則で定めるものに従事した
職員

ごみ収集作業、災害現
場の清掃作業その他
の清掃作業で市規則
で定めるも

※　災害出動手当

用地に関する交渉業
務

行旅死亡人又は変死人の処理に従
事した職員

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

主な支給対象業務

1月につき　6,000円

手当の名称

14 種

支給実績（令和２年度決算）

1.40

手当支給額

2,400

市税の賦課及び徴収
に関する事務

市税の賦課及び徴収に関する事務に
従事する職員

　保健予防業務手当
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 (6) その他の手当（令和3年4月1日現在）

千円

17,605

国と同一

千円扶養手当

地域手当

・配偶者6,500円、子10,000円、その他
6,500円
・満16歳年度初めから満22歳の年度末ま
での間にある子1人につき　5,000円加算

ガソリン加
算分異な
る

・乗用車を利用する場合…距離に応じて
2,000円～24,500円とガソリン加算（距離
に応じて加算200円～14,200円）を支給
・電車・バスを利用する場合…６ヶ月定期
を基本として,1月当たり55,000円まで支給

18,471

4級地（地域手当率12％(制度完成）となっ
ています。）
※　平成27年度は10％、平成28年度は
12％となり、国と同一となっております。

住居手当

・借家の場合…家賃12,000円を超える場
合、家賃の額に応じて27,000円限度に支
給
※　持ち家での支給は廃止済み

国と異なる
(平成23年4月

～）

役職にお
ける手当
額が異な
る

・部長：110,000円
・次長：80,000円
・課長：70,000円
・課長補佐、園長：40,000円
・理事：20,000円
・参事：10,000円

0
勤務地により単身赴任する職員に月額
30,000円

国と異なる

単身赴任手当

通勤手当

国と同一

271

0

80,580

国と同一 千円

千円

千円

国と同一

千円

支給実績
（令和２年度決算）

国の制度との異同

管理職手当

千円

千円

千円

千円

63

手　当　名

242

479

688

国の制度
と異なる
内容

内容及び支給単価
支給職員１人当たり

平均支給年額
（令和２年度決算）

35,816

169,597

千円

千円
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５　特別職の報酬等の状況（令和3年4月1日現在）

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

市 長 880,000

報
酬

885,000 円 620,000 円

給 料 月 額 等

給
料

　（支給時期）（算定方式）　１年　　２年　　３年　　４年

区 分

議 長

        （令和２年度支給割合)

3.325月分　　役職加算15％

591,000 円390,000

副 市 長

        （令和２年度支給割合)

266,000 円

教 育 長

294,000 円

議 員

357,000 円

副 市 長

議 員

680,000

副 議 長

737,000 円議 長

1,061,000 円 455,000 円

450,000

教 育 長 任期毎

退
職
手
当

　月数　　　　2.4　　　4.8　　 7.2　　   9.6

期
末
手
当

市 長

教 育 長

副 議 長

副 市 長

市 長

3.325月分　　役職加算15％

　月数　　　　5.5　　 11.0　　16.5　　22.0

　月数　　　　3.1　　　6.2　　 9.3　　 12.4

640,000

653,000 円

任期毎

410,000

任期毎

（参考）類似団体における最高／最低額
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６　職員数の状況

　(1) 部局別職員数・部門別職員数の状況

（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

※　職員数は市長、副市長、教育長を除いています。

6 4 4 ※職員数は常勤職員で、
休職者・派遣職員を含み
ます。ただし、市長、副市
長、教育長を除いていま
す。

区分 令和3年定数

（各年4月1日現在）

増減数
（3－2）

6

390

3

346

47 54

4

293

33

備考平成29年令和元年 平成30年

2

0

5

△ 3

令和2年

△ 7

295

45

289

△ 1

△ 10

2

備 考

1

50

4

職 員 数

28

令和2年

355

53140

3

34

290

350358545

5

9

51

40

△ 9

29

・部門別職員数は、兼務をしている職
員については主たる業務での計上と
なりますので、必ずしも部局別職員数
とは一致しない場合があります。

・職員数は一般職に属する職員数で
あり、休職者、茨城県等への派遣職員
を含み、臨時・非常勤職員を除いてい
ます。

・一般行政部門とは、特別行政部門、
公営企業等会計部門以外の部門で、
特別行政部門は教育の部門、企業等
会計部門は下水道、国民健康保険、
青果市場、介護保険、後期高齢者医
療保険の部門をいいます。

・職員数は市長、副市長、教育長を除
いています。

21

47

29

12

1

0

対前年
増減数

107

10

47

7

議　　会

総務・企画

31

9

20

一
般
行
政
部
門

公営企
業会計
等部門

下水道

特別
行政
部門

労　　働

農林水産

41

47

47小　計

27

27

衛　　生

△ 1

△ 1

△ 1

△ 1

△ 7

△ 2

△ 1

△ 1

357348合　　計

土　　木

教育

小　計

その他

市長部局 292

48

3

279

教育委員会

348

1

0

△ 2

令和3年

272

5

△ 3

小　計

農業委員会

計

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

107

税　　務

4

商　　工

民　　生

5

監査委員

議　　　会

13

0
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(2) 年齢別職員構成の状況（令和3年4月1日現在）

　

以上

348

人人

55歳

人

59歳

人

039

～

人

～

44歳40歳28歳
～ ～

52歳48歳

47歳

人

24

人

45

43歳

54

人

51歳

322826

人

35歳31歳

人

39歳

人 人

4628
職員数

未満

区　分

～

24歳

27歳

計

56歳

～～

60歳

～

32歳

～

36歳

～

0

20歳

人

20歳

23歳

26

0

5

10

15

20

25

R3構成比

５年前の構成比

（H28）

%
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